
別 紙 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

a.地域の人口構造 

住民基本台帳によると、総人口は平成 29年時点で 37,524人となっている。年

少（0～14 歳）人口、生産年齢（15～64 歳）人口、高齢者（65 歳以上）人口は、

それぞれ 4,042 人、21,336 人、12,146 人となっており、総人口に占める割合は

それぞれ、10.8％、56.8％、32.4％となっている。 

 

  b.産業構造 

経済センサスによると、事業所数は平成 26 年時点で 1,838 事業所となってお

り、卸売業・小売業、建設業、宿泊業・飲食サービス業の順に多く、それぞれ 479

事業所、301事業所、175事業所となっている。従業員数は 14,729人となってお

り、卸売業・小売業、医療・福祉、製造業の順に多く、それぞれ 2,862人、2,406

人、2,400人となっている。 

また、農林業センサスによると、当市の農家数は平成 27 年時点で 1,797 農家

となっており、世帯員数は 5,916人となっている。 

 

  c.中小企業者の実態 

   当市中小企業者を取り巻く経営環境は、原材料高騰等によるコスト増、生産設

備の老朽化、従業員の確保難、人口減少に伴う顧客の減少等厳しい状況にある。 

中小企業白書（平成 29 年）によると、我が国の全事業者における中小企業者

の割合は 99.7％、小規模企業者の割合は 85.1%であるが当市においてはその割合

を上回ると推測される。 

   工業統計調査によると、工業では平成 26 年時点で事業所数、従業員数、生産

額がそれぞれ 85事業所、2,160人、50,249百万円となっており、平成 20年比で

それぞれ 6.5%減、14.3%減、18.5%減となっている。 

   商業統計調査によると、商業では平成 26 年時点で事業所数、従業員数、年間

商品販売額がそれぞれ 409事業所、2,299人、67,120百万円となっており、平成

20年比でそれぞれ 40.8%減、33.9%減、12.7%減となっている。 

 

    d.中小企業者支援の取組 

   当市では、中小企業者支援のため、独自に中小企業資金融資及び利子補給、空

き店舗活用支援事業補助金、企業誘致条例による固定資産税の課税免除、雇用奨



励補助金などの取組を行っている。 

 

（２）目標 

 

 中小企業等経営強化法第 49条第 1項の規定に基づく導入促進基本計画を策 

定し、中小企業者の先端設備等の導入を促す。これを実現させるため、3 年間での先

端設備等導入計画の認定数 10件を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年率 3％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 

多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象とする設備

は、中小企業等経営強化法施行規則第 7条第 1項に定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対象地域は、当市内全域

とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

  a.対象業種 

   広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画において対象とする業種

は、全業種とする。 

 

  b.対象事業 

   本計画においては労働生産性が年率 3%以上向上すると見込まれる事業であれ

ば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

国が同意した日から 5年間とする。 

 



 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

  3年間、4年間、5年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

・人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用

の安定に配慮する。 

・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先

端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

・市税を滞納しているものは対象としない。 

・その他市長が不適当と認めるものは対象としない。 


